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営業秘密保護・活用に関する
最 近 の 動 き

令 和 ７ 年 ６ 月
経 済 産 業 省

【公表予定】
資料５(1)



令和５年 ６月 ・不正競争防止法等の一部を改正する法律の成立・公布（法律第51号）

令和６年 ２月

３月
４月
６月
11月

・「限定提供データに関する指針」（改訂版）、「秘密情報の保護ハン
ドブック」（改訂版）の公表

・「逐条解説不正競争防止法（第３版）」の公表・刊行
・令和５年改正不正競争防止法の施行（４月１日）
・「知っておきたい営業秘密」（日本語版）の公表
・「知っておきたい営業秘密」（英語版）の公表

令和７年 ３月 ・「営業秘密管理指針」の改訂

（出典）事例については各種報道等を基に経済産業省作成。（令和７年６月３日時点）
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営業秘密保護・活用に関する動き ～年表～

令 和 ６ 年 以 降 の 主 な 事 案
平成27年  １月

２月
・「営業秘密管理指針」の全部改訂
・INPIT「営業秘密１１０番」の設置

平成28年  １月
   ２月
   ７月

・「改正不正競争防止法（平成27年改正）」の施行
・「秘密情報の保護ハンドブック」の公表
・営業秘密官民フォーラムメールマガジン「営業秘密のツボ」の配信開始

平成29年 3月 ・IPA「企業における営業秘密管理に関する実態調査」報告書の公表

平成30年  ５月
  11月

・不正競争防止法等の一部を改正する法律の成立・公布
・不正競争防止法施行令（営業秘密の推定規定）の施行
・平成30年改正（技術的制限手段に係る改正事項）の施行

平成31年   １月

令和元年    ４月
７月

・「営業秘密管理指針」の改定、「限定提供データに関する指針」の策定
・海外における営業秘密漏えい対策支援事業（中小企業アウトリーチ事

業）の開始
・平成30年改正（限定提供データ等に係る改正事項）の施行

令和２年    ４月
５月
６月

・「中国における営業秘密管理マニュアル」の公表
・「テレワーク時における秘密情報管理のポイント」の公表       
・「渉外事案の適用関係の概要と民事訴訟における考えられる主張ポイン

ト集」の公表

令和３年 ３月 ・IPA「企業における営業秘密管理に関する実態調査2020」報告書公表

令和４年 ４月
５月

・IPA「組織における内部不正防止ガイドライン」第５版の公表
・「限定提供データに関する指針」（改訂版）、
「秘密情報の保護ハンドブック」（改訂版） の公表

退職前に自動車部品の設計
データや計算プログラムを会社
のパソコンから記録媒体に移し
て持ち出した疑いで、金属加工
会社の元社員を逮捕。
元社員はデータを持ち出した

およそ２か月後に退職し、神戸
市内の同業他社に転職していた。
（R7. 2）

保険会社の顧客情報800人
分を転職先の同業他社に漏えい
した疑いで、当該保健会社の元
社員を逮捕。
また、その顧客情報を使用し

た疑いで、転職先の社員も逮捕。
（R7. 2）
なお、本件等を受け、当該保

険会社に金融庁が報告徴求命令。
（R7. 4）

「フッ素化合物」の合成技
術に関する研究データを中国企
業にメールで漏えいした疑いで、
国立研究開発法人に所属する元
研究員（中国籍）を逮捕。
（R5. 6）
その後、当該元研究員に対し

て懲役２年６か月（執行猶予４
年）罰金200万円の判決。
（R7. 2）※第二審で公判中

委託元の顧客情報を不正に
持ち出して名簿業者にメールで
漏えいした疑いで、大手電気通
信事業者の子会社の元派遣社員
を逮捕。（R6. 1）
本件を受け、親会社である大

手電気通信事業者の社長が引責
辞任。（R6. 3）
その後、元派遣社員に対し、

懲役３年（執行猶予４年）罰金
100万円の判決。（R6. 7）

個人情報の取り扱いで、個
人情報保護法や不正競争防止法
に抵触するおそれがある行為が
あったとして、損害保険大手4
社に保険業法に基づく業務改善
命令を出したと金融庁が発表。
当該発表によれば、損保4社

からの代理店出向者が、代理店
の了承を得ずに、出向元に顧客
情報を送っており、当該情報が
代理店の営業秘密に該当するの
であれば、不正競争防止法に抵
触するおそれがある行為に当た
るとされた。 
（R7. ３）

国内外で開発競争が進む電
子部品「MEMS」の開発や材料
などに関する研究データを、社
有パソコンから私用のメールア
ドレスに送信し、不正に持ち出
したとして、大手電子部品メー
カーに勤めていた元研究員を書
類送検。
元研究員は持ち出した直後に

退社。（R6. 10）

https://www.meti.go.jp/policy/economy/chizai/chiteki/guideline/h31pd.pdf
https://www.meti.go.jp/policy/economy/chizai/chiteki/pdf/handbook/full.pdf
https://www.meti.go.jp/policy/economy/chizai/chiteki/pdf/handbook/full.pdf
https://www.meti.go.jp/policy/economy/chizai/chiteki/pdf/Chikujo.pdf
https://www.meti.go.jp/policy/economy/chizai/chiteki/pdf/shitteokitai_eigyohimitsu.pdf
https://www.meti.go.jp/policy/economy/chizai/chiteki/pdf/shitteokitai_eigyohimitsu_english.pdf
https://www.meti.go.jp/policy/economy/chizai/chiteki/guideline/r7ts.pdf
https://www.meti.go.jp/policy/economy/chizai/chiteki/besshireiwa.pdf
https://www.meti.go.jp/policy/economy/chizai/chiteki/pdf/teleworkqa_20200507.pdf
https://www.meti.go.jp/policy/economy/chizai/chiteki/pdf/202006_pointcollection.pdf
https://www.meti.go.jp/policy/economy/chizai/chiteki/pdf/202006_pointcollection.pdf
https://www.ipa.go.jp/archive/security/reports/2020/ts-kanri.html
https://www.ipa.go.jp/security/guide/hjuojm00000055l0-att/ps6vr7000000jvcb.pdf


世 界 各 国 に お け る 営 業 秘 密 管 理 マ ニ ュ ア ル

✓ 在外の日系中堅・中小企業を主なターゲットに、
①現地専門家によるハンズオン支援と、
②情報提供活動（各国の法制度や対策ポイントを踏
まえた 営業秘密マニュアルの作成 等）

を通じて、営業秘密管理体制の整備・強化を支援する
ための「中小企業アウトリーチ事業」を令和元年度か
ら実施している。

✓ 直近では、営業秘密に関する米国法制度の概要を公表
（令和７年３月）

✓ これまでに、作成・公表したマニュアルの例

営業秘密を巡る新たな課題への対応  ～啓発資料の改訂など～

マニュアル
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秘密情報 の保護 ハ ン ド ブ ッ ク （ 令 和６年２月改訂版 ）

✓ 前回改訂（令和4年5月）以降の社会経
済情勢の変化・関係法令の進展等を踏ま
えて改訂した（令和6年2月）。

✓ 主な改訂内容は以下とおり。
① 令和5年の不正競争防止法改正を含む

関連法制度の見直し・ガイドライン
の改訂に伴う修正

② 営業秘密・秘密情報をとりまく環境
の変化に伴う修正

③ 巻末の「参考資料」の修正 ハンドブック ※ページ下部、
「各種報告書」へ

知 っ て お き た い 営 業 秘 密 （ 令 和 ６ 年 ６ 月 公 表 ）

✓ 従業員向けのわかりやすい啓発資
料の作成が要望されていたことか
ら、関係団体と協議・検討を重ね、
第10回営業秘密官民フォーラム
（令和6年6月）にて、本パンフ
レットを公表した。

✓ また、昨今の外国人労働者数の増
加等も踏まえ、本パンフレットの
英語版についても作成を行い、令
和6年11月に当室HPにて公表した。

✓ 前回改訂（平成31年1月）以降の営業秘密
をとりまく環境の変化・裁判の動向等を踏
まえて改訂した（令和7年3月）。

✓ 主な改訂内容は以下とおり。
① 本指針の対象となる「事業者」の範囲に

ついて、大学・研究機関が該当し得る旨、
裁判例等を踏まえ明確化

② 働く環境・情報管理の在り方等踏まえ、
秘密管理性に関して整理・拡充。

③ 生成AI等新たな技術動向を踏まえた営業
秘密管理に関する記載の追加・整理

☞詳細は次頁へ

営業秘密管理指針
知っておきたい営業秘密

日本語版 英語版

営 業 秘 密 管 理 指 針 （ 令 和 ７ 年 ３ 月 改 訂 版 ）

• 韓国における営業秘密管理マニュアル（令和4年5月）
• シンガポールにおける営業秘密管理マニュアル（令和4年5月）
• インドネシアにおける営業秘密管理マニュアル（令和6年6月）
• インドにおける営業秘密管理マニュアル（令和6年6月）



（参考）営業秘密管理指針の改訂の経緯・目的について
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⚫ 「営業秘密管理指針」の最終改訂が平成31年1月であり、近時の管理実態や
平成31年・令和元年以降の裁判例の蓄積を踏まえ、さらなる明確化を図る必
要性が生じていた

⚫ 従前の考え方を大きく変えるものではない

◼ 営業秘密をとりまく「環境の変化」に伴う修正 

• 働く環境の変化（テレワークの普及、雇用の流動化）を踏まえた記載内容の整理・
拡充（対従業員管理・対取引先管理の明記など）☞p7,10,11,12,13

• 情報管理方法の変化（クラウド利用の普及）に伴う記載内容の整理・拡充  ☞p14

• 技術動向を踏まえた営業秘密管理に関する記載の整理・追加（生成AIとの関係、リ
バースエンジニアリング、ダークウェブ）☞p18,22,23

◼ 関連する法制度の見直し、裁判の動向等を踏まえた修正

• 前回改訂以降の不正競争防止法改正の動向（平成30年の限定提供データ制度の導入、
令和５年改正での営業秘密との関係の整理）、営業秘密に関連する裁判の動向を踏
まえた記載の整理・拡充  ☞p5,9,20,21

• 大学・研究機関も営業秘密の保有者になることの明示  ☞p6



✓ 自社の強みを｢知財｣として活用できるだろうか…
✓ まずは無料で身近な機関に相談したい…

…全国４７都道府県にある「知財総合支援窓口」は、
地域密着型の相談窓口です。

知財ポータルで詳しい支援内容や事例をご覧ください！
まずはお電話ください！（０５７０－０８２－１００）
※全国47都道府県に設置されたお近くの窓口におつなぎいたします。

  ※ご案内時間帯:平日8:30〜17:15

まずはＨＰから、問い合わせ前に整理いただきたい
項目をご確認ください。

不正競争防止法の一般的な解釈に関するご質問はこちらまで

不正競争防止法 知的財産政策室 検索

経済産業省 経済産業政策局 知的財産政策室
〒１００－８９０１ 東京都千代田区霞が関１丁目３番１号
ＴＥＬ：０３－３５０１－１５１１（内線：２６３１）
Ｅ－ｍａｉｌ：bzl-chitekizaisan@meti.go.jp

＜関係資料等＞＜相談窓口等＞

◆ＩＮＰＩＴ((独)工業所有権情報・研修館）

◆ＩＰＡ((独)情報処理推進機構）情報セキュリティ安心相談窓口

…官民の実務者が、営業秘密に関する記事および各種セミナーなどの
イベント案内を定期的に配信しています。

バックナンバー

◆営業秘密関連情報サイト【営業秘密のツボ】

◆経済産業省 不正競争防止法解説ウェブサイト

…「逐条解説 不正競争防止法」、「営業秘密管理指針」、「秘密情
報の保護ハンドブック」、不正競争防止法改正概要資料など、不正
競争防止法に関する様々な資料を掲載しております。

●経営課題について、知的財産の側面から考えたい

✓ 社内で保有する秘密情報の管理体制や関係規約を見直したい
✓ 自社の営業秘密情報が漏れてしまったかも…？

…など、無料で皆様のご相談に対応できる、
 「営業秘密支援窓口」がございます。

ポータルサイト
相談窓口 問い合わせフォーム
Ｅ－ｍａｉｌ：ip-sr01@inpit.go.jp

●営業秘密に関して相談したい

（参考）営業秘密で困ったことがあれば･･･相談窓口・関係情報について

●コンピュータウイルスや不正アクセスなど、情報セキュリティについて
相談したい

●不正競争防止法に関する各資料を見たい

●営業秘密官民フォーラム「メールマガジン」のバックナンバーを見たい
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https://chizai-portal.inpit.go.jp/
https://www.ipa.go.jp/security/anshin/
https://www.ipa.go.jp/security/economics/mailmag/index.html
https://faq.inpit.go.jp/tradesecret/service/
https://www.inpit.go.jp/form/gippd_inquiries.html
mailto:ip-sr01@inpit.go.jp


（参考）不正競争防止法に関する参考資料一覧

知的財産政策室HPから以下の資料をご確認いただけます。

法律全体の要件や解釈、改正について詳しく知りたい

➢ 「不正競争防止法のこれまで

の改正について」

「営業秘密」「限定提供データ」の３要件や要件を満たす管理方法を知りたい

➢ 「営業秘密管理指針」

外国公務員の贈賄防止を知りたい

データ利活用に関する事例や対策について知りたい

➢ 「データ利活用のてびき」➢ 「逐条解説 不正競争防止法〜

令和6年4月1日施行版〜」

➢ 「データ利活用のポイント集」
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水際措置申立ての手続を知りたい

➢ 「水際措置の流れ」

秘密情報の漏えいを未然に防ぐ対策や、漏えいしてしまった時の対策を知りたい

➢ 「外国公務員贈賄防止指針」

➢ 「知っておきたい営業秘密」

➢ 「秘密情報の保護ハンドブック
〜企業価値向上に向けて〜」

➢ 「秘密情報の保護ハンドブックのてびき
〜秘密情報の保護と活用〜」

安全なテレワーク環境を整備したい

➢ 「テレワーク時における秘密情報管理
のポイント（Q＆A解説）」

➢ 「限定提供データに関する指針」

https://www.meti.go.jp/policy/economy/chizai/chiteki/index.html
http://www.meti.go.jp/policy/economy/chizai/chiteki/kaisei_archive.html
http://www.meti.go.jp/policy/economy/chizai/chiteki/kaisei_archive.html
https://www.meti.go.jp/policy/economy/chizai/chiteki/guideline/r7ts.pdf
https://www.meti.go.jp/policy/economy/chizai/chiteki/pdf/datatebiki.pdf
https://www.meti.go.jp/policy/economy/chizai/chiteki/pdf/Chikujo.pdf
https://www.meti.go.jp/policy/economy/chizai/chiteki/pdf/Chikujo.pdf
https://www.meti.go.jp/policy/economy/chizai/chiteki/pdf/datapoint.pdf
http://www.meti.go.jp/policy/economy/chizai/chiteki/mizugiwa.html
http://www.meti.go.jp/policy/external_economy/zouwai/overviewofguidelines.html
https://www.meti.go.jp/policy/economy/chizai/chiteki/pdf/shitteokitai_eigyohimitsu.pdf
https://www.meti.go.jp/policy/economy/chizai/chiteki/pdf/handbook/full.pdf
https://www.meti.go.jp/policy/economy/chizai/chiteki/pdf/handbook/full.pdf
http://www.meti.go.jp/policy/economy/chizai/chiteki/pdf/170607_hbtebiki.pdf
http://www.meti.go.jp/policy/economy/chizai/chiteki/pdf/170607_hbtebiki.pdf
https://www.meti.go.jp/policy/economy/chizai/chiteki/pdf/teleworkqa_20200507.pdf
https://www.meti.go.jp/policy/economy/chizai/chiteki/pdf/teleworkqa_20200507.pdf
https://www.meti.go.jp/policy/economy/chizai/chiteki/guideline/h31pd.pdf
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